
安心と希望の介護ビジョン（第1回）議事次第  

日時：平成20年7月24日（木）  

16：00／一－18：00  

於：厚生労働省共用第8会議室（6階）  

議 題  

安心と希望の介護ビジョンについ て  

［配付資料］  

資料1安心と希望の介護ビジョン 開催要項  

資料2 介護を取り巻く状況   



『安心と希望の介護ビジョン」 会議開催要項   

高齢化の進展に伴い介護責用が急増する中、持続可能な介護保険の構築に向けた方  

策が大きな課題となっている。一方、認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加等に対  

応した地域ケアの構築、介護を担う介護従事者の人材確保、施設入居者の重度化に伴  

う医療と介護との連携など様々な問題が指摘されている。   

こうした問題に対し、将来を見据えた改革が必要であるため、あるべき介護の姿を  

示す「安心と希望の介護ビジョン」の策定を進めるため、本会議を開催する。  

（1）自助・公助・共助を組み合わせたケアの構築  

（2）持続可能な介護保険  

（3）介護を担う介護従事者の人材確保  

（4）医療サービスと介護サービスの適切な提供  

（5）都市部や地方等の地域ニーズに対応した地域ケア構築のための仕組みづくり  

直［二転頭  

別紙のとおりとする。  

本会議の庶務は、厚生労働省老優局で行う。  

議事は公開とする。  

5．スケジュール   

平成20年7月24日（木）に第1回を開催し、その後、関係者からのヒアリング  

や現場視察等を行った上で、本年中を目途にビジョンを取りまとめる。   



資料2  

介護を取り巻く状況   



、  

75歳以上高齢者の増大  

○ 我が国の75歳以上人口の割合は現在10人に1人の割合であるが、2030年には5人に1人、  

2055年には4人に1人になると推計されている。  
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資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2007年は総務省統計局「推計人口（年報）」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）中位推計」   



平均寿命の国際比較  

○我が国の平均寿命は男性79歳、女性が86歳であり、世界の中でも最も高い。  

平均寿命（年）  平均寿命（年）  

国  国  

男  順位  女  順位  男  順位  女  順位   

ブラジル   6了   21   74   19   フランス   了6   12   83   3   

カナダ   78   2   83   3   ドイツ   76   12   82   9   

アメリカ合衆国   75   15   80   17   イタリア   78   2   84   2   

中国   70   19   74   19   オランダ   77   8   81   14   

インド   61   23   63   23   ノルウェー   77   8   82   9   

イスラエル   78   2   82   9   ポルトガル  74  17  81  14  

日本   79   86   ロシア  59  24  72  22  

韓国   73   18   80   17   スペイン  77  8  83  3  

マレーシア   69   20   74   19   スウェーデン   78   2   83   3   

シンガポール   77   8   82   9   スイス   78   2   83   3   

パキスタン   62   22   63   23   イギリス   76   12   81   14   

フィンランド   75   15   82   9   オーストラリア   78   2   83   3   

資料：WHO「The WorFd Health Report2006」  
順位は，ここに挙げた24の国における平均寿命の長い順。  
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高齢者保健福祉政策の流れ  

年 代   高齢化率   主な 

1963年 老人福祉法制定  
1960年代   5．7％  ◇特別養護老人ホーム創設   

者福祉政策の始まり   （1960）   ◇老人家庭奉仕員（ホームヘルパー）法制化   

1970年代  7．1％  1973年 老人医療章無料化   

療費の増大  （1970）  

1982年 老人保健法の制定  

1980年代   
9．1％  

◇老人医療費の一定額負担の導入等   

老人の社会的問題化  
（1980）  1989年 ゴールドプラン（高齢者保健福祉堆進十か年戦略）の策定  

◇施設緊急整備と在宅福祉の堆進   

1990年代   12．0％  1994年 新ゴールドプラン（新・高齢者保健福祉推進十か年戦略）策定   
ゴールドプランの推進   （1990）   ◇在宅介護の充実   

1996年 連立与党3党政集合意  

介護保険制度の導入準備   
14．5％  介護保険制度創設に関する「与党合意事項」  
（1995）  199丁年 介護保険法成立   

2000年代   17．3％  2000年 介護保険施行   
保険制度の実施   （2000）   2005年 介護保険法の一部改正   
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介護保険導入の経緯・意義  

者の増加  期間の長期化  ○ 高齢化の進展に伴い、  
介護ニーズはますます増大。  

化の進   化など、  要介護高齢者を  ○ 一方、  
支えてきた家族をめぐる状況も変化。   

高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組み（介護保険）を創設  

○ 自立支援＝・単に介護を要する高齢者の身の回りの世話をするということを  

超えて、高齢者の自立を支援することを理念とする。  

○ 利用者本位・・・利用者の選択により、多様な主体から保健医療サービス、  

福祉サービスを総合的に受けられる制度  

○ 社会保険方式・・・給付と負担の関係が明確な社会保険方式を採用  
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介護保険制度を巡るこれまでの経緯  

1997年（平成9年）   12月  介護保険法成立   

第1期  2000年（平成12年）  4月  介護保険法施行   

4月  第1号保険料の見直し、介護報酬改定  

2003年（平成15年）        5月  社会保障審議会に介護保険部会設置  

第2期  
＝・「施行5年後の見直し」について検討開始  

6月  介護保険法等の一部を改正する法律成立  
2005年（平成17年）  

10月  施設給付の見直し   

2006年（平成18年）  4月   
改正法の全面施行  

第1号保険料の見直し、介護報酬改定（4月施行分）  
第3期  

2008年（平成20年）  5月  介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律成立   
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介護保険制度の仕組み  

（注）第1号被保険者の数は、「介護保険事業状況報告（暫定）（平成19年11月分）」による0   

第2号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、17年度内の月平均値である。  6   



；、  

介護保険制度は3年が1サイクル  

○ 市町村は3年を1期（2005年度までは5年を1期）とする介護保険事業計画を  

策定し、3年ごとに見直しを行う。  
○ 保険料は、3年ごとに、事業計画に定めるサービス費用見込額等に基き、3年間  
を通じて財政の均衡を保つよう設定される。（3年度を通じた同一の保険料）  

事業運営期間  

2000年度  

2001年度  

2002年度  

第
一
期
 
 

2，911円  

（全国平均）  

2003年度  

2004年度  

2005年度  

第
二
期
 
 

3，293円  

（全国平均）  

2006年度  
2007年度  
2008年度   

1  

第
三
期
 
 

4，090円  

（全国平均）   
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サービス利用の手続き  
○施設サービス  

・特別養護老人ホーム  

・介護老人保健施設  

・介護療養型医療施設  
寝たきりや認知症で  
介護サービスが必要な方  

○居宅サービス  
・訪問介護 一訪問看護  

・通所介護・短期入所サービス  
など  

○地域密着型サービス  

・小規模多機能型居宅介護  

・夜間対応型訪問介護  

・認知症対応型共同生活介護  
など  

市
 
町
 
村
 
の
 
窓
 
口
 
 

定
 
 

認
 
 

護
 
 

介
 
 

要介護状態となるおそれがあり  

日常生活に支援が必要な方  

医
師
の
意
見
書
 
 

○介護予防サービス  

・介護予防通所介護  

・介護予防通所リハビリ  

・介護予防訪問介護   など  

○地域密着型介護予防サービス  

・介護予防小規模多機能型   

居宅介護   

■介護予防認知症対応型   

共同生活介護  など  

予
防
給
付
 
 
 

○介護予防事業  

○市町村の実情に応じた  

サービス  
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利
用
者
（
被
保
険
者
）
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介護サービスの種類  

都道府県が指定・監督を行うサービス  
うサービス   

介
護
給
付
を
行
う
 
 

サ
ー
ビ
ス
 
 

○認知症対応型適所介護  

○小規模多機能型居宅介護  

○認知症対応型共同生活介護  

（グループホーム）  

○地域密着型特定施設  

入居者生活介護  

○地域密着型介護老人福祉施設  ◎居宅介護支援  

予
防
給
付
を
行
う
 
 

サ
ー
ビ
ス
 
 

◎地域密着型介護予防サービス   
○介護予防認知症対応型通所介護   

○介護予防小規模多機能型居宅介護   

○介護予防認知症対応型共同生活介護  

（グループホーム）  

◎介護予防支援  
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被保険者・要介護認定者・受給者数について  

【サービスの受給者数の推移】  【第1号被保険者数（65歳以上の被保険者）と要  

介護認定者数の推移】  

0  0  

H12年4月  H19年9月  H12年4月末  H19年11月末  

H12年4月   H19年9月   

利用者数  149万人  364万人（144％増）  

居宅サービス   97万人   263万人（171％増）  

地域密着型サービス  19万人（H18年4月創設）  

施設サービス   52万人   82万人（58％増）  

H12年4月末   H19年11月末   

第1号被保険者数   2，165万人   2，722万人（26％増）   

要介護認定者数   218万人   451万人（107％増）  

11  



介護保険財政の動向  

○ 総費用の伸び   

の総費恥口  

H17年度実績 H18年度補正後 H19年度補正後 H20年度予算  H12年度実績 H13年度実績 H14年度実績 H15年度実績 H16年度実績  

01号保険料〔加重平均〕   

胡乱出起工吐血姐  

r －・－・－－－－■一一－一一一一■一－■一■一●－・■－●■■－■■－■■■■■■－－■ －■■■‾一■■■■－‾■■‾一‾■‾‾‾－■－ ‾ ‾‾‾  

（H18～20）で約40％増  

第3期（H18～20年度）  第1期（H12～14年度）   第2期（H15～17年度）  

4，090円  
（＋24％）  

3，293円  
（＋13％）  ≒〉  ⇒  2，911円  

‾‾…‾‾……‾‾‾ 
■12   



・嘉壬 ミ 人口の二芸加＝亭に 今篭は、舅1次ヘヒープームが吉宗者世代に  

⇒高齢者医療の増加   

⇒介護サービスだけではなく、要介護（要支援）にならないための施策（予防）の充実  
⇒個別ケアの推進  

⇒認知症ケア・介護の推進  

・畳表醜迦  

⇒高齢者の住まいの確保   

⇒介護サービスについて家族介護をあてにしない「独居モデル」の確立  

・艶重量匡錮進展  

⇒都市部における高齢者住まいの確保   

⇒高齢者像によるサービス増大に対する対応  

⇒高齢者の住まいの整備と、療養環境（医療・介護サービス）の整備  
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要介護度別認定者数の推移  

H12．4末 H13．4末 H14．4末  H15．4末 H16．4末 H17．4末 H18．4末   H19．4末 H19．11末  

T要支援臣要支援1屁要支援2園経過的〕口要介護1廊要介護2  

圏要介護3恥要介護4■要介護5  

（出典：介護保険事業状況報告他）14   



認知症高齢者の増加  

認定申請時の所在（再掲）単位：万人  
要介護者  

要支援者  
居宅   

特別養護老   老人保健  介護療養型  その他の  

（2002．9末現在）  人ホーム   施設  医療施設  施設   

総数  31444 210   32   25  12  34   

日常生活自立度   

Ⅱ以上  ≠写：∴1r」′宅■  ，ここ・′媚も11・坤モ′r～J㌢謁ゞ′1、二Jニこ1予て：Lノごた雲ヰ  
寵讃赦さノ′痘 γノヾ－’ざ′完治l、′≡ ー、ナ，′〟‥－－∋・、押し†▲だ′∴イ′こ1：・√♀一  遺嘉、葬望′琴綱  確聯孝≠瑚「轡轡轡                ′  

再  

掲  79 宮串 20しパ ■こ∴く牛イ  

Ⅲ以上   （2年）   （†与）   （4） （2）   

※1 下段は、65歳以上人口比（％）  
※2 要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランクⅠ以上と判断される高齢者数を推計したも   

のであり、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たものではない。  
（平成15年6月 高齢者介護研究会報告書より）  
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高齢者の世帯形態の将来推計  

（万世帯）  

2005年   2010年  2015年   2020年  2025年   

一般世帯  4，904万世帯   5，014   5，048   5，027   4，964  

世帯主が65歳以上  
1，338万世帯   1，541   1，762   1，847   1，843  

単独   386万世帯   471   566   635   680  

（比率）   28．9％   30．6％   32．2％   34．4％   36．9％  

夫婦のみ   470万世帯   542   614   631   609  

（比率）   35．1％   35．2％   34．8％   34．2％   33．1％   

（注）比率は、世帯主が65歳以上の世帯に占める割合  

出典：国立社会保障・人口問題研究所唱本の世帯数の将来推計一平成15年10月推計－」  
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今後急速に高齢化が進む都市部  
○今後急速に高齢化が進むのは、蔓都圏蜜蜂拉め藍賓亀〔塑西部」n  

などが大きな課題となる。  都市部においては、   

都道府県別の高齢者（65歳以上）し人口の推移  

2005年時点の  2015年時点の  
増加数   増加率   

高齢者人口（万人）  高齢者人口（万人）  
順位   

埼玉県   116   179   63   ＋55％   

千葉県   106   160   53   ＋50％   2   

神奈川県   149   218   70   ＋47％   3   

愛知県   125   177   52   ＋42％   4   

大阪府   165   232   68   ＋41％   5   

（東京都）   233   316   83   ＋36％   （7）   

岩手県   34   39   5   ＋15％   43   

島根県   20   22   2   ＋11％   44   

秋田県   31   34   4   ＋11％   45   

山形県   31   34   3   ＋10％   46   

鹿児島県   44   48   4   ＋10   47   

全国   2，576   3，378   802   ＋31％  

「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）について」（国立社会保障・人口問題研究所）  17   



65歳以上人口に占める認定者数、各国の  
介護施設・ケア付き高齢者住宅の割合  

16．1％  

17．2％  

15．1％  

12．3％  
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‾ ‾‾‾‾‾‾L  

平成17年介護保険制度改革の基本的な視点と主な内容  

○明る＜活力ある超高齢社会の構築   0制度の持続可能性   0社会保障の総合化  

・独居高齢者や  

認知症高齢者の  

増加  

・在宅支援の強化  

・医療と介護との  

連携   

・軽度者の大幅な  

増加  

・軽度者に対する  

サービスが状態  

の改善につなが   

っていない  

予防重視型  

システムヘ   

の転換  

サービスの  

質の確保・   

向上  

負担の在り方  

・制度運営の   

見直し  

施設給付 

の見直し  
サービス  

体系の確立   

感鵡獅 芦r  

○地域密着型   

サービスの創設  

○地域包括支援   

センターの創設  

○居住系サービス   

の充実  

○居住費用・食費   

の見直し  

○低所得者に   

対する配慮  

○介護サービス   

情報の公表  

○ケアマネジメン   

トの見直し  

○新予防給付の   
創設  

○地域支援事業の   

創設  

○第1号保険料   
の見直し  

○保険者機能の   

強化  

19   



介護給付  
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E罫  

地域包括ケア体制の整備  

地域包括ケアの考え方  

○高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を   

態の変化に応じて、   継続するため、高齢者のニーズや状   

切れ目なく必要なサービスが提供される体制を整備する。  

地域包括支援センターの役割  

○高齢者の生活を支える役割を果たす総合機関として  

「地域包括支援センター」を設置  

O「地域包括ケア」や「予防重視型システム」を支える中核的な機関  
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地域包括支援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ  

被保険者  ■■                                          ■′                                    ■■■  

J■  ′■  
′′  

′■  ′  

′  ■′  ′  
／  ′  

′  

包括的・継続的ケアマネジメント  

支援事業   

多面的（制度横断的）支援の展開  

行政機関、保健所、医療機関、児童相談  
所など必要なサービスにつなぐ  

総合相談・支援事業   

虐待防止・早期発見、権利擁護  ボランティア  介護サービス   虐待防止  

成年後見制度  ヘルスサービス  医療サービス  

・日常的個別指導・相談   

・支援国難事例等への指導一助言   

・地域でのケアマネジャーのネット  

ワークの構築  

多職種協働・連携の実現支援  

民生委員  長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
 
 

地域権利擁護  介護相談員  

、－－－ 一一一一   
－－一一－－・■－■＝‥一一一一一   

介護予防ケアマネジメント事業  
新
予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業
 
 
 

・アセスメントの実施   

1  

・プランの策定   

1  

・事業者による事業実施   

1  

・再アセスメント  

チームアプローチ  保健師等  

、、主治医 ケアマネジャー  
ヽ  ヽ  

、  

ヽ  
ヽ                           、  

、  

、  

居宅介護支援   

事業所  
■■  主治医  

一＿一一一一 一一一一一  

＿＿＿＿  ＿＿＿JJ．林確保安援‾‾  

ヲ市区町村ごとlこ設置   

（市区町村が事務局）  
＿ － ■ ■ 一 ■■l■l■ ■ ■ll■・■ ■ 一 ■ ■－ ●■■ ■ 一 ■ ■－ ■■ ■ ‾ ■11  

1  

：包括的支援事業の円滑な実施、：   
■センターの中立性・公正性の確：  

保の観点から、地域の実情を：  
二一－．踏まえ、選定0  

L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿l  22   



地域密着型サービスの創設  

●●●‾  

デ2：地域単位で漣正な  
▲市¢住民のみ痴●●●●◆、  
利用可罷  サービス基盤整備  

市町村（それをさらに細かく  

分けた圏域）単位で必要整  

備量を定めることで、地域の  
ニーズに応じたバランスの  

取れた整備を促進  

○指定権限を市町村に移譲  

○その市町村の住民のみが   

サービス利用可能（A市の   

同意を得た上で他の市町   

村が指定すれば、他の市   
町村の住民が利用すること   

も可能 ●●●●●● ●●●●  

●－－－＝＝＝＝＝＝＝■＝＝…＝＝＝＝＝＝＝…＝＝……‥－■●●  

：公平・公正轟明な仕組み   

指定（拒否）、指定基準、報酬設定には、  

地域住民、高齢者、経営者、保健，医療・福  

祉関係者等が関与  
■■■＝＝＝＝＝＝＝＝＝■●■■■■■■●■■■■■■●■＝■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■＝＝＝＝■■■  

3：地域の乗惰に応じた   

措定基準、介凛犠酬   
の設麿  

●■■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■＝＝＝■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝●■■●■■l  

域密着型サービス事業所  

●●◆●  
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小規模多機能型居宅介護の概要  

基本的な考え方：「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を  
組み合わせてサービスを提供することで、中重度となっても在宅での生活が継続できるよう支援する。  

小規模多機能型居宅介護事業所  併設事業所で  

「居住」  

利用者の自宅   

を可能に 可能に。  ず、柔軟な業務遂行   ○人員配置は固定にせ  

○どのサービスを利用しても、なじみの職員によるサービスが受けられる。  

や希望により、「訪問」  
「訪問」   ＋  （併設）  

「居住」  

○グループホーム  

○小規模な介護専用型の特   

定施設  

○小規模介護老人福祉施設  

（サテライト特養等）  

○有床診療所による介護療   

養型医療施設 等  
地域に開かれた透明な運営  

サービス水準■職員の資質の確保   《人員配置》  《利用者》   

01事業所の登録定員は25名   
以下  

O「通い」の利用定員は登録定  
員の2分の1～15名の範囲内  

O「泊まり」の利用定員は通いの   

利用定員の3分の1～9名の   

範国内とし、「通い」の利用者   

に限定  

○介護・看護職員   

日中：通いの利用者  

3人に1人  

＋訪問対応1人   

夜間：泊まりと訪問対  

応で2人（1人  

は宿直可）  

○介護支援専門員1人  

○小規模多機能型居宅介   

護と連続的、一休的な   

サービス提供  

○職員の兼務を可能に。  

○通いの利用者1人   

当たり3ポ以上  

○泊まりは4．5畳程   
度でプライバシーが   

確保できるしつらえ  

管理者等の研修  

外部評価・情報開示  
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夜間対応型訪問介護のイメージ  

基本的な考え方：在宅にいる場合も、夜間を含め24時間安心して生活できる体制の整備が必要  
→定期巡回と通報による随時対応を合わせた「夜間対応型訪問介護」を創設  
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＿、＿……－ 企護支援ボランティア暴動¢姓進に？いて  ＿ 

○ 市町村の裁量により、地域支援事業交付金を活用して、介護支援ボランティ  
ア活動の実績に応じてポイントを交付し、実質的な保険料負担軽減等が可能。  

○ 高齢者が活動を通じて社会参加・地域貢献を行うとともに、自らの健康増進  

も図ることを支援。  

【実施スキームの一例】  【市区町村の事業実施（予定）状況】  

平成19年   

9月～ 稲城市  

12月～ 千代田区  

平成20年   

4月～ 世田谷区、品川区、  
足立区   

7月～ 八王子市  

10月～ 豊島区、清瀬市  

※ 上記の場合、結果的にボランティアの保険料負担が軽減されることとなるが、  

保険料賦課自体を減額又は免除するものではない。  26   



介護保険法及び老人福祉法の一書を□正する法‘の概□   

介護サービス事業者の不正事案の再発を防止し、介護事業運営の適正化を図るため、法令遵守等の業務管理体制整備  
の義務付け、事業者の本部等に対する立入検査権の創設、不正事業者による処分逃れ対策など、所要の改正を行う。  

（指定・更新時） →（廃止時のサービス確保）  （監査指導時）  →（監査中の事業廃止等）→  （業務中の管理体制）→  

不正事業者による  

処分逃れ  

○監査中の廃止届により   
処分ができない  

○同一法人グループへの   

譲渡に制限がない  

「一律」連座制の問題  

○組織的な不正行為の有無   

に関わらず一律連座  

○一自治体の指定取消が、   
他の自治体の指定権限を   

過度に制限  

指定・更新  

の欠格事由  

の見直し  

○事業所の廃止届を事   
○事業廃止時のサービ   

ス確保に係る事業者   

の義務を明確化   

○事業者がサービス確   

保の義務を果たして   

いない場合を、勧告  

○いわゆる連座制の仕   

組みは維持し、杢重＿  
○不正行為への組織的   

な関与が疑われる場   

合は、国、都道府県、   
市町村の事業者の本   

部への立入検査権 を   

創設   

○業務管理体制に問題   

がある場合は、国、   

都道府県、市町村に   
よる事業者に対する   

是正勧告・命令権を   

創設  

○新たに事業者単位の   

規制として法令遵守   

の義務の履行が確保   

されるよう、業務管   

旦剋へ。また、立入   
検査中に廃止届を出   

した場合を指定・更   

新の欠格事由に追加   

等   

○指定取消を受けた事   

業者が密接な関係に   

ある者に事業移行す   

る場合について、指   

定・更新の欠格事由   

に追加  

皇の有無を確認し、  

の可否を判断  付け等   

○事業者の規模に応じ   

た義務とする  

○広域的な事業者の場   

合は、国、都道府県、   
市町村が 十分な情報  ○  

命令の事由に追加  

施行期日：公布の日から一年以内の政令で定める日  27   



（実人員）  

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  

介護職  
割合   

介護職．員  
割合   介護職員   割合   

介護職  
割合   

介護職  
割合   

員数  数  数  員数  員数  数   
介護職員   割合   

常勤   357，283   65．1％   409，294   61．9％   450，269   59．6％  517，247   58．4％   592，666   59．1％   656，874   58．4％  
．∠ゝ   

非常勤   191，641   34．9％   252，294   38．1％   305，541   40．4％  367，736   41．6％   409，478   40．9％   467，817   41．6％  

計  

総計   548，924  100．0％   661，588  100．0％   755，810  100．0％  884，983   100．0％  1，002，144  100．0％  1，124，691  100．0％   

常勤   210，770   89．2％   223，575   88．0％   232，772   87．7％  245，305   87．1％   258，577   86．7％   268，477   85．9％  

施  

非常勤   25，443   10．8％   30，376   12．0％   32，788   12．3％   36，175   12．9％   39，564   13．3％   43，892   14．1％  

設  

計   236，213  100．0％   253，951  100．0％   265，560  100．0％  281，480   100．0％   298．141   100．0％   312，369  100．0％   

常勤   146，513   46．9％   185，719   45．6％   217，497   44．4％  271，942   45．1％   334，089   47．5％   388，397   47．8％  
在  

宅  

サ   166，198   54．4％   272，753   55．6％   54．9％   369，914   52．5％   423，925   52．2％  

l   

ビ  
ス  計   312，711   100．0％   407，637  100．0％   490，250  100．0％  603，503   100．0％   704，003  100．0％   812，322  100．0％   

※介護職員数は実人員。  

※「常勤」とは施設・事業所が定めた勤務時間のすべてを勤務している者、「非常勤」とは常勤者以外の従事者（他の施設、事業所にも勤務するなど収  

入及び時間的拘束の伴う仕事を持っている者、短時間のパートタイマー等）。  

資料出所：「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省大臣官房統計情報部）  28   



介護労働者の賃金等①  

介護労働者（うち月給者）の賃金等（注1）  

全体  男  女  

1か月の  1か月あ  1か月  1か月  1か月  1か月  

勤続  の実賃   あたり   
年齢   

勤続  の実賃   あたりの   勤続  

実賃金   たりの所  年齢  （注4）   

年数   金   
の所定  

年数   金   

賃金  
所定内  

年齢  年数  
金  （注5）   （注2）   内賃金  （注5）   （注2）  （注5）   

（注3）  （注3）   （注3）   

平成19年度  

介護労働   221．2千  214．9   40．0歳   3．4年  234．7千  225．8  37．0歳   3．0年   217．0  211，1千  45．2歳   3．0年   

実態調査   円   千円  円   干円  千円   円   

（参考）平成18年度介護労働実態調査の結果  

・  

（注1）【介護労働者】：訪問介護員、サービス提供責任者、介護職員、看護職員、介護支援専門員、生活相談員、支援相談員、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、栄養士、  

福祉用具専門相談員の合計。以下同じ。  

（注2）【1か月の実賃金】：平成19年9月1か月分として実際に支給された税込み賃金額で残業、休日出勤手当等を含む。以下同じ。  

（注3）【1か月あたりの所定内賃金】：1か月に決まって支給される税込み賃金嶺で、交通責や各種手当も支給額が決まっている場合はこれも含めた金額。  

（注4）【年齢】：全体の【年齢】は正社員の平均値。男女の【年齢】は全介護労働者の平均値。  

（注5）【勤続年数】：全体の【勤続年数】は正社員の平均値。男女の【勤続年数】は全介護労働者の平均値。また、1年未満の端数は切り捨て。  

（出典）平成18・19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）  
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介護労働者の賃金等②  

（参考）平成19年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）の結果  

一般労働者の決まって支給する給与額等  

全休  男  女  

決まって   所定内  

決まって 支給する  所定内給 与板  平均   平均   勤糸売  

給与  年齢   年数  （注3）   
（注2）  

（注2）   年数  
（注3）  

勤続   
労働者 の割合   決まって 支給する  所定内 給与嶺   平均年  勤続   労働者 の割合    支給する   給与額 （注2）  年数   

（注1）  （注1）  （注1）  

330．6   301．1   41．0   11．8   
68．0％   

372．4   336．7  41．9歳   13．3   
32．0％   

241．7   225．2   39．2   8．7  
全産業  

干円   千円   歳   年  干円   千円  年  千円   千円   歳   年   

福祉施設 210．7   199．5   36．0   5．1   
29．5％   

225．9   204．4   193．7   37．4   5．2   

介護員   千円   千円   歳   年  干円   213．6  32，6歳   4．9   
70．5％  

千円   干円   歳   年   

ホーム   213．1   197．7   43．8   4．8   239．3   207．4   194．0   45．3   5．1   
17．8％  82．2％  

ヘルパー   千円   千円   歳   年  干円   214．7  36．7歳   3．5  千円   干円   歳   年   

（注1）【決まって支給する給与】‥労働契約、労働協約或いは事業所の就業規則によって予め定められている支給条件、算定方法によって6月1か月分として支給された現金給与を   

いい、所定内給与額に超過労働給与額を加えたものである。  

（注2）【所定内給与額】＝所定内給与額とは、労働契約等であらかじめ定められている支給条件、算定方法により6月1か月分として支給された現金給与禎（きまって支給する現金給   

与額）のうち、超過労働給与額（川時間外勤務手当、【2】深夜勤務手当、【3】休日出勤手当、【4滞日直手当、［5］交代手当として支給される給与をいう。）を差し引いた額で、所得  
税等を控除する前の額をいう。  

（注3）全産業、福祉施設介護員、ホームヘルパー毎の、男・女の割合。  
（出典）平成19年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）  
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介謹職員及び訪問介護長の賃金等  ※ 平成19年度介護労働実態調査のデータを基に老健局老人保健課が算出した。  

○ 介護職員は、正社員が多い（58．3％）が、訪問介護員は非正社員が多い（83．6％）。  

○ 女性の介護職員及び訪問介護員は、男性と比較して、年齢は高く、勤続年数も長いものの、  

1か月の実賃金は低い。  

介護職員及び訪問介護員の賃金等  

全体  男  女  

1か月  勤続年   1か月  勤続年   1か月  勤続年  

客体数 （注3）   の実賃  
年齢  数  （注3）  

の実賃  年齢  数  （注3）  の実賃  年齢  

（注4）   

数  
金  金  （注4）   金  （注4）   

介護   車社員  
（注2）   

8．568人   208．6   36．5歳   3．3年  2，492人   219．2   32．6歳   3．1年  6，076人   204．0  38．1歳   3．4年   

牒常 ［58．3％］   千円  （29．1％）   千円  （70．9％）   千円  

（注頼  

非年社  
6，129人  

員・（漣寧） 
115．4  44．1歳   2．1年   705人  143．4  37．8歳   1．8年  5，424人  111．9  45．0歳   2．2年   

［41．7％］  千円  （11．5％）  千円  （88．5％）  千円  

立社畠  
愚甲∴二  

1．571人  182．3  44．5歳   3．3年   354人  193．3  42．9歳   2．8年  1，217人  179．2  45．0歳   3．4年  

介準阜 
［16．爛］  干円  （22．5％）  千円  （77．5％）  千円  

（注1）  

立社  
8，013人  

鼻（注2）  
75．4  50．9歳   3．1年   271人  99．0  46．3歳   2．3年  7．742人  74．6  51．1歳   3．2年   

［83．6％］  千円  （3．4％）  千円  （96．6％）  千円  

（注1）本調査で「介護労働者lとは、訪問介護員、サービス提供責任者、介護職員、看護職鼻、介護支援専門員、生活相談員、支援相談員、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、   

栄養士、福祉用具専門相談員の合計をいう。  

上記「介護労働者」のうち、「訪問介護昌lは介護保険法の指定を受けた訪問介護事業所で働き、高齢者等の家庭を訪問して家事などの生活援助、入浴などの身体介護を行う  

者をいう。以下同じ。  

上記「介護労働者」のうち「介護職員1は、訪問介護以外の介護保険の指定介護事業所で働き、直接介護を行う者をいう。以下同じ。  

（注2）「正社員」とは、本調査では雇用している労働者で雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者や他企業への出向者などを除いた、いわゆる正社員をいう。以下同じ。   

「非正社員」とは、本調査では正社員以外の労働者（契約社員、嘱託社員、臨時的雇用者、パートタイム労働者）をいう。以下同じ。  

（注3）【】は、介護職員、訪問介護員毎の、正社員・非正社員の割合。（）は、介護職員、訪問介護員毎の、正社員、非正社員毎の男・女の割合。  

（注4）【勤続年数】：1年未満の端数は切捨て。  31   



離職率の状況  

離職率  

かっこ内は、平成18年度雇用動向調査及び平成18年度介護労働実態調査の離職率  

全体   正社員   非正社員   

全産業（注1）   （16．2％）   （13．1％）   （26．3％）   

介護職員（注2）   20．4％（21．7％）   32．7％（27．3％）   

21．6％（20．3％）  

訪問介護員（連声）  18．2％（19．6％）   16．6％（14．0％）   

（注1）・全産業の出典は、「平成18年度雇用動向調査結果（厚生労働省）」  

・全産業の離職率については、以下の算式で算出している。  

平成18年1月から12月の期間中の離職者数  
離職率＝  ×100  

平成18年1月1日現在の常用労働者数  

・全産業については、「全体」は「常用労働者」、「正社員」は「一般労働者」、「非正社員」は「パートタイム労  

働者」を指す。  

（注2）・介護職員及び訪問介護員の出典は、「平成19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）」  

t介護労働実態調査の離職率については、以下の式で算出している。  

平成18年10月1日から平成19年9月30日までの離職者数  
離職率＝  xl0000 

回答のあった事業所の平成18年9月30日の在籍者数  

（出典）平成19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）  
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離職率階級別にみた事業所の割合  

○ 離職率の分布には、離職率が「10％未満」の事業所と「30％以上」の事業所との二極化 が見ら  
れる。  

調査事業所数   離嘘率鹿級  

10％未満   10％へ′  15％～  20％～25％  

15％未満  20％未満  未満   未満   

2職種合計 3，367   37．5   10．4   7．7   8．3   7．1   28．9   

介準嘩農革 2，235   36．6   8．9   7．3   7．4   7．1   32．7   

訪帝番兵軒 1，705   44．9   11．2   7．0   8．4   6．9   21．6   

（注）2職種合計：介護職員、訪問介護員の両者またはいずれかのいる事業所における介護職員、訪問介護員を合計した離職率。  

（出典）平成19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）   
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介護事業の経営や介護労 働者の処遇に  

影響を与えると考えられる要因  
（介護サービス事業の実態把握のためのワーキングチーム報告より）  

① 介護報酬の水準  

→ 労働者の専門性等に係る評価は適正か。・人件費等の地域差を適正に反映しているか等。  

②介護サービス事業に係る基準や規制の在り方  

→ 事業者の経営努力や事業展開の妨げになっていないか 等。  

③介護保険サービスの在り方とその範囲  

→ 社会保険である介護保険が担うべき範囲のサービスか。  

④介護事業市場の状況  

→ 競争が激化しているのではないか 等。  

⑤介護サービス事業のマネジメント  

→ 収益を労働者の賃金に適切に分配できるような事業運営モデルになっているか等。  

⑥ 人事労務管理の在り方  

→ 労働者の就業形態や介護能力に応じた職員配置は適正か等。  

⑦介護労働者市場や他の労働市場の状況  

→ 好況経済下で労働市場全体が逼迫し、介護労働者のなり手が減っているのではないか等。  
⑧介護サービス提供以外の事務負担  

→事務が煩雑であるため、介護サービスの効率的な提供の妨げになっているのではないか。  
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曜  

介護従事者の処遇の向上を図るための今後の対応について  

1．介護従事者等の実態の把握  

①介護事業経営概況調査（事業所経営の実態を調査）約4，800事業所 平成19年10月実施  

②介護事業経営実態調査（事業所経営の実態を調査）約23，800事業所平成20年4月実施  

③介護労働実態調査（介護労働者の実態を調査。（財）介護労働安定センター実施。）  

2 平成21年介護報酬改定に向けた検討  

1．で把握した介護従事者の実態や事業所の経営等を踏まえ、社会保障審議会介護給付費分  
科会において十分な御議論をいただき、適切な報酬設定を行う。  

3 介護報酬改定以外での対応  

介護報酬の改定以外にも、介護従事者の処遇の向上のためにどのような措置が取り得るか、  
幅広く検討を行う。  
l－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■■・・－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－●－－－－●－■■●■■■●■■■■一－－－－－●－■‾‾■■■■‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾－  

≡（参考）「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針（抄）  
l  

：「第3人材確保の方策」の「1労働環境の整備の推進等」中「②介護報酬等の設定」  

1 ：ア給与、物価等の経済動向や地域間の給与の格差等を勘案しつつ、従事者の給与等の水準や事業収入の従事者の給与等への分配状況を  
：含め、経営実態や従事者の労働実態を把握すること等を通じて、国民の負担している保険料等の水準にも留意しながら、適切な水準の介護報  
：酬等を設定すること。（国、地方公共団体）  
l  

：イキャリアと能力に見合う給与体系の構築等の観点から、介護福祉士や社会福祉士等の専門性の高い人材を配置した場合の介護報酬等に  
：よる評価の在り方について検討を行うこと。（国、地方公共団体）  
t ■■■■l■■一■－－－－■■■■■－－－－－－－－－－－■－－－■－－－－■－－－－－－－■－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－■一－－－■■－－－－－－t－－－－－■－■■－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－l■■▲■●■■－－－■■■■■■■■■■－■■■■■■l1－－－－－■■－－■■■ ■■■■■■■■■  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  
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地域ケア体制整備構想について  

2．療養病床の再編成  1．高齢化の更なる進展  

一高齢者の状態に即した適切なサービスの提供  

■高齢者が増加する中での国民負担の効率化  

・医師・看護職員など専門職の効率的活用  

人口構造の変化：団塊の世代が高齢者に  

世帯構造の変化：高齢一人暮らし・夫婦のみ  

世帯の増加  

留意点：  

地域の状況に応じた地域ごとの対応  

再編成により不安を抱える住民や医療機関への将来像の提示  

療養病床再編成に関する関係3計画の整合性  

地域の将来的なニーズや在宅資源の状況を踏まえて、高齢者の状態に即した適切  
なサービスを、効率的に提供する体制づくりを各地域で進めることが必要  

都道府県ごとに地域ケア体制整備構想を策定  ＝＝さ   
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構想が目指す地域転乗犠制  

く盲亘璽 

多彩な見守りサービス  
在宅医療  

地域ケア ・往診（在宅療養支援診療所など）  

■訪問看護  

・訪問リハ など  

・安否確認  

・緊急時の対応  

・生活相談  

・配食サービスなど  

住まい  

・住宅改修  

・高齢者向け住まい  

・住み替え など  

必要なサービスの確保と質の向上  

※在宅医療を担う医療機関や訪問看護の体制   

整備  

※医療機関と介護支援事業者との連携強化  
※多様なサービスの提供  

※住宅政策との連携   
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地域ケア体制整備構想の基本的構成  

Ⅰ．地域ケア体制の在り方及び療養病 床   
の再編成に関する基本方針  

Ⅴ．療養病床の転換の推進  

○療養病床を巡る現状と課題  

○療養病床転換推進計画   

■H19～23年度までの療養病床の転換過程を示す  

・次の2点を前提   

（D医療費適正化計画に定めるH24年度末の療養病床数の目標達成   

②介護療養病床についてはH23年度未までに転換を円滑に終了   

○療養病床の転換への支援措置   

■都道府県の役割   

・相談体制の構築   

・都道府県の支援措置  38   
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訪問看護ステーション数及び従事者数の年次推移  

○訪問看護事業所数 → 事業所数は漸増傾向が続き、うち8割は24時間体制。  

平成12年   平成13年   平成14年  平成15年  平成16年   平成17年   平成18年   

4，730   4，825   4，991   5，091   5，224   5，309   5，480   

（70．8％）   （73．5％）   （75．2％）   （77．1％）   （77．7％）   （78．6％）   ※速報値   

※（）内は、緊急時訪問看護加算の届け出事業所の割合  
※ 緊急時訪問看護加算…訪問看護ステーションが利用者又はその家族に対して24時間連絡体制にあり、かつ、計画的   

に訪問することとなっていない緊急訪問を必要に応じて行うことを評価するもの。  

○訪問看護従事者数 → 職員一人当たりの延べ    利用者数は若干増加する傾向。  

平成13年   平成14年   平成15年   平成16年   平成17年   

1事業所当たり  

常勤換算従事者数   4．5   416   4．8   4．9   5．0   

1事業所当たり常勤換  

算看護職員数   4．0   4．2   4．2   4．2   4．2   

9月中の常勤換算看護  
職員1人当たり延利用  

者数  
57．4   61．6   67．6   67．8   69．1  

（訪問看護利用者数）  

【資料】厚生労働省「介護サービス施設ヰ業所調査」  39   





笥  

・（参考）［「在宅療養支援診療所」の要件］  

・  地域における患者の在宅療養の提供に主たる責任を有するものであり、患者からの連絡を一元的に当   
該診療所で受けるとともに、患者の診療情報を集約する等の機能を果たす必要がある。  

・○ 当該診療所において、24時間連絡を受ける医師又は看護職員（「連絡担当者」）をあらかじめ指定する   

とともに、連絡担当者及び連絡担当者と直接連絡がとれる連絡先電話番号等、緊急時の注意事項等につい   
て、事前に患者又はその看護を行う家族に対して説明の上、文書により提供し、診療録にその写しを添付す   
ること。  

・○ 当該診療所において、又は別の保険医療機関の保険医との連携により、患家の求めに応じて、24時間   

往診が可能な体制を確保し、往診担当医の氏名、担当日等を文書により患家に提供し診療録に添付するこ   

と。  
・○ 当該診療所において、又は別の保険医療機関若しくは訪問看護ステーションの看護師等との連携により、   

患家の求めに応じて、当該診療所の保険医の指示に基づき、24時間訪問看護の提供が可能な体制を確保   

ヒ、訪問看護の担当者の氏名、担当日等を文書により患家に提供し、診療録にその写しを添付すること。  
・○ 当該診療所において、又は別の保険医療機関との連携により、緊急時に在宅での療養を行っている患   

者が入院できる病床を常に確保し、受入医療機関の名称等をあらかじめ地方社牟保険事務局長に届け出   
ていること。  

・○他の保険医療機関又は訪問看護ステーションと連携する場合には、連携する保険医療機関又は訪問看   
護ステーション（「連携保険医療機関等」）において緊急時に円滑な対応ができるよう、あらかじめ患家の同   

連携保険医療   意を得て、当該患者の病状、治療計画、直近の診療内容等緊急の対応に必要な診療情報を   
関等に文書（電子媒体を含む。‖こより随時提供し、当該提供した診療情報の写しを当該患者の診療録に   

添付すること。  
・○ 患者に関する診療記録管理を行うにつき必要な体制が整備されていること。  

・○ 当該地域において、他の保健医療サービス及び福祉サービスとの連携調整を担当する者 と連携してい   

ること。  
・○ 年に1回、在宅看取り数等を地方社会保険事務局長に報告していること。  
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